




　国税庁長官官房企画課が 2017 年 3 月に公表した「会社標本調査　調査結果報告―税務
統計から見た法人企業の実態―（第 11 表　法人数の内訳）」（以下，会社標本調査とする。）
によれば，我が国の企業（株式会社・合資会社・合名会社・合同会社等）数は全体で 2,641,848
社あり，このうち中小企業は 2,618,399 社（全体の 99.11％）と示されている。中小企業は
現在，帝国データバンクが 2017 年 1 月に公表した「第 9 回：全国『休廃業・解散』動向




チが 2016 年 12 月に公表した「全国『老舗企業』調査」によれば，創業 100 年以上の企業
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「中小企業の会計に関する指針」（以下，中小指針とする。）が 2005 年 8 月に公表された。
その後，中小企業庁と金融庁の共同による「中小企業の会計に関する検討会」を経て，















（2） 会社標本調査によれば，資本金 1 億円以下の同族会社は 2,512,993 社であり，2,618,399 社と比較すると全体
のうちの 96％が同族会社と示されている。
（3） 奥村昭博「ファミリービジネスの理論　昨日，今日，そしてこれから」『一橋ビジネスレビュー』63 巻 2 号，
東洋経済新報社，2015 年 8 月，6 頁。
（4） 日経 BP 社「データが証明！ファミリー企業は強い」『日経ベンチャー』日経 BP 社，2007 年 4 月，20 頁。
（5） 後藤俊夫『ファミリービジネス―知られざる実力と可能性―』白桃書房，2015 年，15 頁。
（6） 久保田敬一・斎藤進「企業の持続的成長と日本同族企業の新研究」『武蔵大学経済学会』第 61 巻第 3・4 号，
武蔵大学経済学会，2014 年 3 月，12 頁。
（7） 後藤俊夫「第 1 章　ファミリービジネスの定義」2 頁。
ファミリービジネス白書企画編集委員会編著・後藤俊夫監修『ファミリービジネス白書 2015 年版―100 年経
営をめざして―』同友館，2016 年。
―234―
千葉商大論叢　第 55 巻　第 2号（2018 年 3 月）































（8） 岡本吏郎『実学　中小企業パーフェクト会計』ダイヤモンド社，2011 年，17 頁。
（9） 帝国データバンク「TDBREPORT92 号―特集伸びる老舗，変わる老舗―」2008 年，4 頁。
（10） 後藤佳菜子「第 1 章　老舗の全体像―イメージと定義―」13 頁。
前川洋一郎・末包厚喜編著『老舗学の教科書』同友館，2011 年。
（11） 帝国データバンク「TDBREPORT92 号―特集伸びる老舗，変わる老舗―」2008 年，2 頁。を参考されたし。
（12） 後藤俊夫「日本経済再生のカギは『長寿企業』にあり」『BestPartner』第 28 巻第 9 号，浜銀総合研究所，
2016 年 9 月，5 頁。
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い。創業 300 年以上の企業を対象とした我が国の企業形態のタイプを表 1 に示す。
　表 1 のように，創業 300 年以上の企業のうち最も多い企業形態は非上場会社で創業家が


















　我が国の法人税法 2 条 10 号には「同族会社とは，会社の株主等の 3 人以下並びにこれ
らと政令で定める特殊の関係のある個人及び法人がその会社の発行済株式又は出資の総数
又は総額の 100 分の 50 を超える数又は金額の株式又は出資を有する場合その他政令で定
める場合におけるその会社をいう」と示されている。このことから，我が国におけるファ
ミリー企業の定義は画一されていないことがわかる。我が国の法概念の同族会社は必ずし






















出所：グロービス経営大学院『創業 300 年の長寿企業はなぜ栄え続けるのか』東洋経済新報社，2014 年，27 頁。
（13） 奥村昭博，前掲論文，7 頁。
（14） 今村明代『創業者一族の経営とコーポレートガバナンス』中央経済社，2017 年，28 頁。
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もファミリー企業を意味するものではないのである。































出所：Chandler,A.D.,Jr.The Visible Hand: The Managerial Revolution in American Business.BelknapPress.1977.p9.（鳥
羽欽一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代：アメリカ産業における近代企業の成立（上・下）』中央経済社，1979 年，16 頁。）
　　　菊地浩之『日本の 15 大同族企業』平凡社，2010 年，16 頁。
　　　倉科敏材「第 1 章　オーナー企業は今」，6～7 頁。
　　　倉科俊材編著『オーナー企業の経営―進化するファミリービジネス―』中央経済社，2008 年。
　　　落合康裕「第 1 章　ファミリービジネスの定義」，5 頁。
　　　後藤俊夫監修・ファミリービジネス白書企画編集委員会『ファミリービジネス白書　2015 年版―100 年経営をめざし
て―』同友館，2016 年。
　　　吉村典久『日本の企業統治－神話と実態』NTT 出版，2007 年，141 頁。
　　　久保田敬一・斎藤進「企業の持続的成長と日本同族企業の新研究」『武蔵大学経済学会』第 61 巻第 3・4 号，武蔵大学






































2 条 1 項 2 号 1 億円以下 100 人以下 会社及び個人
卸売業に属する事業を主たる事業として営
むもの。
2 条 1 項 3 号 5,000 万円 100 人以下 会社及び個人
サービス業に属する事業を主たる事業とし
て営むもの。
2 条 1 項 4 号 5,000 万円 50 人以下 会社及び個人
小売業に属する事業を主たる事業として営
むもの。
同法 5 項には，「『小規模企業者』とは，おおむね常時使用する従業員の数が 20 人（商業又はサービス業に属する事業を主た
る事業として営む者については，5 人）以下の事業者をいう」と示されている。
　また，中小法人について法人税法 57 条 11 項には「普通法人……のうち，資本金の額若しくは出資金の額が 1 億円以下であ
るもの又は資本若しくは出資を有しないもの（保険業法に規定する相互会社を除く。）」と示されている。
　租税特別措置法 42 条 4 項において中小企業者とは，「① 資本金の額または出資金の額が 1 億円以下の法人ただし，同一の
大規模法人に発行済株式または出資の総数または総額の 2 分の 1 以上を所有されている法人および 2 以上の大規模法人に発行


















45,000 円＋ 55,000 円
500,000 円
× 100 ＝ 20％






× 100 ＝ 4％
　売上高 10,000 円に対して，利益は 400 円（10,000 円 ×4％）しか積み上がっていないこ
とがわかる。10,000 円の売上高を創出するには，（2,000 円 ÷400 円）×10,000 円＝ 50,000
円の売上高が必要になる。また，留保利益は 400 円のため，400 円 ÷2,000 円＝ 20％しか
留保利益から資金調達ができていないことになる。
　これにより，売上高を 30％伸ばそうとすると，30％－ 20％＝ 10％は借入金で調達しな
ければならないことがわかる。留保利益のみで資金調達するためには，次のような式が成
り立たなければならない。
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満の企業，資本金 1 億円以上の企業，上場会社に区分して業績財務データの比較を行う。









資本金 1 億円未満の企業……株式会社 YM（創業 1875 年）
資本金 1 億円以上の企業……AS 工業株式会社（創業 1912 年）
上場会社……松井建設株式会社（創業 1586 年）
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　続いて卸売業の企業の売上高推移を見てみる。
卸売業
資本金 1 億円未満の企業……KK 社（創業 1883 年）
資本金 1 億円以上の企業……MO 株式会社（創業 1917 年）
上場会社……長瀬産業株式会社（創業 1832 年）
表 4「過去 30 年の平均自己資本利益率・平均売上高成長率（建設業）」
株式会社 YM AS 工業株式会社 松井建設株式会社
自己資本利益率※ 1 3.11％ 3.45％ 4.44％
売 上 高 成 長 率※ 2 1.53％ －0.63％ 1.88％
※ 1　自己資本利益率の利益額は留保利益額で計算している。
※ 2　売上高成長率は CAGR（CompoundAverageGrowthRate）により計算している。
計算式：（n 年度売上高÷初年度売上高）＾｛1÷（n － 1）｝－1
出所：筆者作成。





資本金 1 億円未満の企業……OG 社（創業 1841 年）
資本金 1 億円以上の企業……FS 社（創業 1819 年）
上場会社……株式会社　丸栄（創業 1615 年）
表5「過去30年の赤字決算の数と平均自己資本利益率・平均売上高成長率（卸売業）」
KK 社 MO 株式会社 長瀬産業株式会社
自己資本利益率※ 1 4.61％ 5.68％ 4.11％
売 上 高 成 長 率※ 2 －1.26％ 3.57％ 1.72％
※ 1　自己資本利益率の利益額は留保利益額で計算している。
※ 2　売上高成長率は CAGR（CompoundAverageGrowthRate）により計算している。
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※　1989 年の売上高が低いのは，会計期間の変更によるものである。
図 3「過去 30 年間の売上高の推移（小売業）」
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　さらに，資本金 1 億円未満の企業，資本金 1 億円以上の企業，上場会社で過去 10 年の
平均売上高成長率と平均自己資本利益率の相関関係について下記に示す。
表6「過去30年の赤字決算の数と平均自己資本利益率・平均売上高成長率（小売業）」
OG 社 FS 社 株式会社　丸栄
自己資本利益率※ 1 12.22％ 5.75％ 2.86％
売 上 高 成 長 率※ 2 2.64％ 0.41％ －4.26％
※ 1　自己資本利益率の利益額は留保利益額で計算している。
※ 2　売上高成長率は CAGR（CompoundAverageGrowthRate）により計算している。









1.0 または－1.0 完全な相関 完全な相関関係が認められた。
出所：図 3 のグラフは筆者作成。
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相関係数：0.37　　低い相関関係が認められた。
※資本金 1 億円以上の企業 25 社を対象とし過去 10 年の年平均売上高成長率と平均自己資本利益率を求めて算定した。
相関係数：0.27　　低い相関関係が認められた。
※上場企業 29 社を対象とし過去 10 年の平均売上高成長率と平均自己資本利益率を求めて算定した。
出所：筆者作成。
相関係数：0.61　　相関関係が認められた。
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